
✓ 地上テレビジョン放送について、同一放送対象地域において一の者が兼営・支配することができる数を１局から２局へ緩和。
✓ ただし、影響の大きさに鑑み、同一放送対象地域において広域放送を行う者同士の兼営・支配は不可。

✓ （１）の緩和に併せ、一の放送対象地域において認定放送持株会社が傘下に置くことができる地上テレビジョン放送者の数を１から２へ緩和。
✓ なお、一の放送対象地域において広域放送を行う地上テレビジョン放送者の扱いについては、（１）と同様。

甲県

Ｘ社

Ａ社
（地上テレビ）

Ｂ社
（地上テレビ）

×
改正前 改正後

同一放送対象地域において
地上テレビ１局超の兼営・支配不可

兼営・支配不可

同一放送対象地域において
県域テレビ２局まで
兼営・支配可

甲県

Ｘ社

Ａ社
（県域テレビ）

Ｂ社
（県域テレビ）

○兼営・支配可

乙広域圏

Ｘ社

Ａ社
（広域テレビ）

Ｂ社
（広域テレビ）

×兼営・支配不可

同一放送対象地域の
広域テレビ２局の
兼営・支配不可

放送対象地域が重複する
県域テレビ１局と広域テレビ１局
の兼営・支配は可

甲県

Ｘ社

Ａ社
（県域テレビ）

Ｂ社
（広域テレビ）

○兼営・支配可

乙広域圏

（１）同一放送対象地域における地上テレビジョン放送の兼営・支配緩和

（２）認定放送持株会社制度における地上テレビジョン放送に係る兼営・支配緩和

放送事業者の経営基盤強化の観点から、経営の選択肢の拡大のため、地上テレビジョン放送について、同一
放送対象地域において広域放送を除き２局まで兼営・支配を可能とする。

乙県甲県

Ａ社
（地上テレビ）

Ｃ社
（地上テレビ）

Ｂ社
（地上テレビ）

支配不可

認定放送持株会社

×

乙県甲県

Ａ社
（県域テレビ）

Ｃ社
（地上テレビ）

Ｂ社
（県域テレビ）

認定放送持株会社

丙広域圏

Ｄ社
（広域テレビ）

Ｅ社
（広域テレビ）

支配不可

戊県

Ｆ社
（県域テレビ）

Ｇ社
（広域テレビ）

丁広域圏

×

放送対象地域ごとに地上テレビ１局まで 放送対象地域ごとに地上テレビ２局まで（広域放送は１局まで）

改正前 改正後

地上テレビジョン放送におけるマスメディア集中排除原則の見直し
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